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1 はじめに

新型インフルエンザは、毎年流行を繰り返してきたウイルスとは全く異なる新型

のウイルスが出呪することにより、およそ 10年から40年の同期で発生している。
そうした場合、ほとんどの人がそのウイルスに対し抵抗力(免疫)を有していないた

めパンデミック(芭界的な大流行)を起こす可能性がある。

近年では、平成 21年 4月 に発生した新型インフルエンザ (Hl Nl)は、8爵く間に
世界中に拡がり、世界的大流行となり、我が国でも発生後 1年余りで約 2千万人
が罹悪したと推計され、入院恙者数は約 1.8万人、死亡者数は 203人となつた。

他方、近年、東南アジアなどを中,Mに、烏類間で高原性烏インフルエンザ(H5Nl
亜型)が滴行し、全世界で人への感染が確認され、死亡例も報告されている。◆後、

このような烏インフルエンザのウイルスが変異すること等により、強い病原性を示

す新型インフルエンザが発生することが懸念されている。

このような状況ズ〕`ら、国では平成 17年 11月 に「世界保健機関(WHO)世界イ
ンフルエンザ事前対策計画」に準じて、「新型インフルエンザ対策行動計画」、平成

19年 3月に「新型インフルエンザ対策ガイドライン」を策定した。その後、科学
的知見の蓄積を踏まえ、数次にわたり部分的な改定を行い、平成 21年 2月にはキ友
本的に改定した。

さらに、平成 21年に流行 した新型インフルエンザ (Hl Nl)で の対策経緯等を踏
まえ、平成 23年 9月 に行動計画を改定するとともに、平成 24年 5月に新型イ
ンフルエンザ等対策特別措置法が制定された。

福井県では、平成 21年 3月に抜本改定した「福井県新型インフルエンザ対策行
動計画」に基づいて新型インフルエンザ対策を講じてきたところであるが、◆回の

国の行動計画策定等を受け、平成 25年 12月「福井県新型インフルエンザ等対策
行動計画」を策定し、従来の感染症対策の枠組みを越えて、危機管理としての認識

のもと、全庁横断的な取り組みを強力に推進することとした。

あわら市でも、国、県の改定を受け、新型インフルエンザの脅威ズ〕`ら市民の健康

を守り、安,M安全を確保する財要があることから、県行動計画と整合性を保ろつつ、

子友本改定した「あわら市新型インフルエンザ等対策行動計画」を策定し、市として

の対策を推進する。
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2 基本的な者え方
新型インフルエンザの発生Bき期を正確にテ知することは困難であり、その発生を
阻止することは不可能である。また、地球規模で多くの人・物が短時F日]にダイナミ
ックに動いている時代でもあり、世界中のどこかで新型インフルエンザの発生が起
これば、わがロヘの侵入も避けられないと者えられる。

わが国で新型インフルエンザの発生があった場合、これを早期に封じ込めること
は重要であるが、封じ込めが出来す感染拡大が起こった場合、その被害を抑制して、
死亡者や健康被害を少なくし、社会・経済を維持していくことが重要な課題である。
したがって、次の2点を主たる目的として対策を講じていくこととする。

1.感染拡大を可能な限り抑制 し、健康被害を最小限にとどめる。
2,生活・経済に及ぼす影響が最小となるようにする。

以上の2点を踏まえ、発生・流行時に想定される状況を念頭に置き、新型インフ
ルエンザの発生段階の状況になじて、本市における行動計画をあらかじめ確立して
おく町要がある。また、この行動計画を事前に関係者に広く周知し、具体的な行動
を速やかにとることが出来るよう拳備しておく%要がある。

本行動計画は、県行動計画との整合性を保ちつつ、対策の基本方針を示すもので

あり、具体的な対策については順次講 していくものとする。

なお、新型インフルエンザの発生の時期や形態についての予測は常に変わりうる

ことなどから、国や県の動きを注視 しながら、常に本行動計画を見直すとともに、

隊要にな してその都度、修正を行うこととする。

(対策の概念図)

ピー ク甕

舞 鑽 簸 ↓

錯 簸 あ り理 ら 恐

鷺r卜 ,榛寺の 簸 奢 数 等
警 ′奮亀審くす 懸

感
着
数
等

饉 療 '燃観
編

“

》機 球とと
ォ
葬 特

ガ
ヽ
ヽ ″爆 嬢 4最機 の

キ 誉すぐ渉争ィ
ヽ

猛
気
ヽ
ゝ
ゝ
鶴
装 犠

2

序

ガ

デ
´

評 r″
″

秘寺Fttq



3 流行規模および被害の想定
新型インフルエンザの流行規模は、出現した新型インフルエンザウイルスの病原

性や感染力の強さ等に左右されるため、現時点でその流行規模を完全にラ沢」するこ

とは難しいが、国の行動計画 (平成 25年 6月改正)及び県の行動計画(平成 25年
12月改正)において推計された健康被害を前提とした。

国の行動計画では、CDC(米 国疾病管理センター)における推計モデルにより試
算 した推計値をもとに、流行規模の想定を行つており、全人口の 25%が罹患する
と想定して、受診患者数、入院憲者数、死亡者数の推計を行つている。

□の形演」を基に、アジアインフルエンザ等を中等度 (致死率 O.53%)、 スペインイ

ンフルエンザを重度 (致死率 2.O%)とすると、本市は次表のように推計される。

また、国の推計方法によると、全人回の 25%が罹悪し、流行が各地頼で約 8週
間続というl反定の下で、中等度の場合、1日当たりの最大入院恙者数は 10万 1千
人 (流行発生から 5週目)と推計され、重度の場合、1日当たりの最大入院悪者数は
さらに増加すると推計されている。

これを踏まえ、あわら市における流行規模と被害想定を大□比率により推計し、

試算 した。

新型インフルエンザ等発生時の流行規模および被害等想定

計

全人口の 25%が罹憲すると想定した場合の医療機関を受診する悪者数の推

全 国 福井県 あわら市

受診悪者数 約 1,300万人
～2,500万人

約 84,OOO人
～ 161,OOO
人

約 3,160人
～ 6,060
人

医療による介入や我が国の衛生状況を考慮しない場合

入院患者数 (中等度) 約 53万人 約 3,400人 約 120人
入院悪者数 (重度) 約 200万人 約 12,900人 約 480人
死亡者数 (中等度) 約 17万人 約 1,100人 約 40人
死亡者数 (重度) 約 64万人 約 4,100人 約 150人
全人□の25%が罹患し、流行が8週間続く場合
1日当たり
最大入院憲者数

10万 ¶千人 651人 25人

抗インフルエンザウイ

ルス薬の備蓄目標

□   2,650万 人分
都道府県 2,650万人分
流通   400万 人分

□ 168千人分
県 168千人分
流通 25千人分

※ 中等度

※ 重度

アジアインフルエンザの致死率 O.53%で算出
スペインインフルエンザの致死率 2%で算出
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4 発生段階の者え方
国の計画では、新型インフルエンザが発生する前ズ)｀ら、た外での発生、国内での
発生から、大流行を迎え、小康状態に至るまでを大きく5段階に分類し、それぞれ
の段階になした対策等を定めている。

□全体での発生段階の移行については、WHOのフェーズの引上げ及び引下げを
参者としながら、海外や国内での発生状況を踏まえて、「新型インフルエンザ対策
本部」 (以下「政府対策本部」という)が決定することとしている。

国は、平成 25年 6月の改定において、様ノマな地域での発生状況になし、医療提
供や感染拡大防止策等について、地頭における発生段階を定め、その移行について
は、隊要になじて国と協議の上で、都道府県が半」断するものとした。
また、国内発生早期と国内感染期における地1或ごとの発生段階を併せて示してい
る。

したがつて、市は国や県及び関係機関等と連携し、各段階に応じて対策を実施す
ることとする。

なお、段階の期間は極めて短期間となる可能性があり、また、財すしも、段階ど
おりに進行するとは[艮らないことに留意が嚇要である。

国の想定する発生段階

発生段階 状態

未発生期 新型インフルエンザが発生していない状態

海外発生期 泡外で新型インフルエンザが発生した状態
国内発生早期 国内のいずれかの都道府県

で新型インフルエンザの悪

者が発生しているが、すべ

ての憲者の接触歴を疫学調
査で追える状態

(福井県未発生期)

県内で新型インフルエンザの憲
者が発生していない状態

(福井県発生早期)

県内で新型インフルエンザの憲

者が発生しているが、すべての憲

者の接触歴を疫学調査で追える

状態

国内感染期 国内のいずれかの都道府県

で新型インフルエンザの憲

者が発生しているが、すべ

ての悪者の接触歴を疫学調

査で追えなくなった状態

(福井県感染期)

県内で新型インフルエンザの悪

者の接触歴が疫学調査で追えな

くなった状態

※感染拡大～蔓延～憲者減少

小康期 新型インフルエンザの憲者の発生が減少し、低い水準でとどま
つている状態
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(参者)※ 「福井県新型インフルエンザ等対策行動計画」より事友粋
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5 対策推進のための役割分担

(1) 国の役割

国は、新型インフルエンザ等が発生 したときは、自ら新型インフルエンザ等対策を

的確ダ〕`つ迅速に実施し、地方公共団体および指定 (地方)公共機関が実施する新型イ
ンフルエンザ等対策を的確かつ迅速に支援することにより、□全体として万全の体制

を準備する責務を有する。

また、国は、新型インフルエンザ等およびこれに係るワクチンその他の医薬品の調

査・研究の推進に努めるとともに、WHOそ の他の国際機 F栄]およびアジア諸国その他
の諸外国との国際的な連携を確保し、新型インフルエンザ等に関する調査および研究

に係る国際協力の推進に努める。

そのうえで,国は,新型インフルエンザ等の発生時には,政府対策本部の下で基本
的対処方針を決定し,対策を強力に推進する。

(2) 県、本市の役割

県および市町は、新型インフルエンザ等が発生したときは、基本的対処方針に基づ
き、自らの区頭に係る新型インフルエンザ等の対策を的確かつ迅速に実施し、区域に
おいて関係機関が実施する新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する責務を有
する。

【あわら市】

本市は、住民に最も近い行政単位であり、地頭住民に対するワクチンの接種や、住

民の生活支援、新型インフルエンザ等発生時の要援護者への支援に関し、基本的対処

方針に基づき、的確に対策を実施することが求められる。

なお、対策の実施に当たっては、県や近隣の市田」と緊密な連携を図る。

(3) 医療機関の役割

新型インフルエンザ等による健康被害を最小限にとどめる観点から、医療機関は、
新型インフルエンザ等の発生前ズ)｀ら、地域医療体制の確保のため、新型インフルエン
ザ等悪者を診療するための院内感染対策や財要となる医療資器材の確保等を推進す
ることが求められる。

また、新型インフルエンザ等の発生時においても医療提供を確保するため、新型イ
ンフルエンザ等憲者の診療体制を含めた診療継続計画の策定および地頭における医
療連携体制の整備を進めることが重要である。
医療機関は、診療継続計画に基づき、地頭の医療機関が連携して発生状況になして、
新型インフルエンザ等悪者の診療体制の強化を含め、医療を提供するよう努める。
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(4) 指定 (地方)公共機関の役割

指定 (地方)ノム
｀
其機関は、新型インフルエンザ等が発生 したときは、特措法に基づ

き、新型インフルエンザ等対策を実施する責務を有する。

(5) 登録事業者

特措法第28条に規定する特定接種の対象となる医療の提供の業務または国民生活
および国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者については、新型インフルエンザ

等の発生時においても最l氏限の国民生渚を維持する観点から、それぞれの社会的使命

を果たすことができるよう、新型インフルエンザ等の発生前から、職場における感染

対策の実施や重要業務の事業継続などの準備を積極的に行うことが重要である。

(6) 一般の事業者

事業者については,新型インフルエンザ等の発生時に備えて,職場における感染対
策を行うことが求められる。

市民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれのある新型インフルエン

ザ等の発生時には,感染防止の観点から,一部の事業を縮小することが望まれる。特
に多数の者が集まる事業を行う者については,感染防止のための措置の徹底が求めら
れる。

(7) 市民

新型インフルエンザ等の発生前から,新型インフルエンザ等に関する情報や発生時
にとるべき行動などその対策に関する知識を得るとともに,季節性インフルエンザに
おいても行つている,マスク着用・咳エチケット・手洗い 。うがい等の個人レベルで
の感染対策を実践するよう努める。また,発生Bきに備えて,個人レベルにおいても食
料品・ 生活財需品等の備蓄を行うよう努める。

新型インフルエンザ等の発生時には,発生の状況やラ [方接種など実施されている対

策等についての情報を得て,感染拡大を抑えるための個人レベルでの対策を実施する
よう努める。
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6 行動計画の主要7項目

本行動計画においては、新型インフルエンザ対策の2つの主たる目的である「感染
拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最赳ヽ限にとどめる」及び「生渚・経済に及ぼす

影響が最」ヽとなるようにする」を達成するために下記の7項目に分けて立案している。
(1)実施体制
(2)情報収集
(3)情報提供・共有
(4)テ防 。まん延防止
(5)医療
(6)形防接種
(7)市民生活・経済の安定の確保

各項目に含まれる内容は以下のとおりである。

(1)実 施体制

新型インフルエンザ等が発生する前においては、跡要に癌 じて各部課等横断的な

「あわら市新型インフルエンザ等対策連絡会」 (以下「市対策連絡会」)を開催し、関

係課等の連携を確保しながら、全庁一体となつた取組を推進する。

新型インフルエンザが発生した場合、そのウイルスの病原性が高く感染力が強い場

合等、生命・健康に莫大な被害を及ぼすほか、全国的な社会・経済活動の縮可ヽ・停滞

を招くことがラ想されており、危機管理の問題として取組む財要がある。このため、

危機管理部門と
ノ
ム
｀
衆衛生音[門が中,いとなり、国、県、事業者と相互に連携を図り、一

体となつた取組を行うことが求められる。

国・ 県は、海外で新型インフルエンザ等が発生した時に対策本部が設置される。

あわら市としては、国内発生期以降、国から緊急事態宣言が発令されたときは、特

措法に基づき、直ちに、「あわら市新型インフルエンザ等対策本部」 (以下「市対策本

部」)を設置 し、市対策本部会議を開催 し、県及び関係機関との連携を強化し、関係

法令等や行動計画に基づき、り要な対策を講する。

あわら市新型インフルエンザ等対策連絡会

委員長 市民福祉部長

連絡会委員 関係課課長

事務局 局長 健康長寿課長 局員 局長が指名する職員

主な役割 ・情報収集と共有

・対廠策の検討や対癌体制の確認

・市民への適正な情報提供

・市民、職員等への感染防止策の周知

・関係機関との連絡、調整 等
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あわら市新型インフルエンザ等対策本部

本部長 市長

副本部長 副市長

参与 (本部員) 教育長

本部員 各部 (局)長・理事

事務局 局長 健康長寿課長 局員 局長が指名する職員

主な役害」 ・新型インフルエンザ等対策行動計画実施に関すること。

・新型インフルエンザ '1青報の収集、伝達に関すること。

・職員の配備に関すること。

・関係機関に対するな援の要請及び廠援に関すること。

・県の支」策本部との連携にF栄]すること。

・他市町との連携にF栄]すること。

・その他新型インフルエンザ対策に関する重要な事項の決

定に関すること

(2)情 報収集

県で実施している従来型インフルエンザおよび烏インフルエンザのサーベイラン

スより、新型インフルエンザ等の発生をいち早く察知し、効果的な対策の実施に結び

つける。

また、県のサーベイランスから得られる情報に、国等から得た海外および国内の新

型インフルエンザ等発生状況や抗インフルエンザウイルス薬の有効性等の情報を加

え、対策の推進に反映する。

(3)情 報提供・共有

ア 情報提供・ 共有の目的
国家の危機管理に関わる重要な課題という共通の理解の下に、国、県、市町、

医療機関、夢業者、個人の各ノマが役害」を認識し、十分な情報を基に判断し適切な

行動をとるため、対策の全ての段階、分野において、国、県、市町、医療機関、

事業者、lttl人の間でのコミュニケーションが財須である。

イ 情報提供手段の確保
市民については、情報の媒体や情報の受け取り方が千差万別であることが者え

られるため、受取手になした情報提供が求められるので、インターネットを含め

た多様な媒体を用いて、理解しやすい内容で、できる限り迅速に情報提供を行う。

ウ 発生前における市民等への情報提供
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発生時の危機に対応する情報提供だけでなく、ラ防的対策として、発生前にお

いても、新型インフルエンザ等のラ防及びまん延の防止に関する情報や様ノマな調

査研究の結果などを市民のほズ〕`、医療機関、事業者等に情報提供する。こうした

適切な情報提供を通し、発生した場合の新型インフルエンザ等対策に関し周矢日を

図り、納得 してもらうことが、いざ発生した時に市民に正しく行動してもらう上

で財要である。特に学校は集団感染が発生するなど、地頭における感染拡大の起

点となりやすいことア)｀ら、教育委員会等と連携して、児童、生徒等に対して、感

染症や
′ム
｀
衆衛生について丁寧に情報提供 していくことが懲要である。

工  発生後における市民への情報提供
新型インフルエンザ等の発生時には、発生段階に廠じ、国内外の発生状況、対策

の実施状況等について、特に対策決定のプロセス (科学的知見を踏まえ、どのよう

な状況を者慮し、どのような判断がなされたか等)や、対策の理由、対策の実施主

体を明確にし、悪者等の人権にも十分配慮した分かりやすい情報提供を行う。

また、県とともに市民ズ〕`らの一般的な問い合わせに対なできるコールセンター

(以下「相談窓□」という。)を設置 し、適切な情報提供を行う。市民ダ)｀らの相談
窓□等に署せられる間い合わせや関係機関等から脅せられる情報の内容を踏ま

えて、市民や関係機関がどのような情報を跡要としているのかを把握し、情報提

供に反映する。

オ  情報提供体制
情報提供にあたっては、提供する情報の内容について統一を図ることが肝要で

あり、情報を集約して一元的に発信する体制を構築し、担当者が適 8き適切に情

報を共有する。

このため、あわら市における広報担当を設置し、情報提供の一元イヒを展ると

ともに、新型インフルエンザ等の流行状況に癌して、市内及び県内等の発生状

況・対廠状況等について、定期的に情報提供を行う。

(4)予 防 。まん延防止

ア 形防・ まん延 [方止の目的
新型インフルエンザ等のまん延 [方止策は、流行のピークをできるだけ遅らせる

ことで体制の整備を図るための時間を確保することにつながる。また、ピーク時

の受 診患者数等を減少させ、入院憲者数を最小限にとどめ、医療体制が対廠可
能な範囲内におさめることにつながる。

まん延防止対策は、地頭対策・予日方接種などの複数の対策を組み合わせて行う

が、個人の行動を制限する面や、対策そのものが社会・経済活動に影響を与える

面もあることも踏まえ、対策の効果と影響とを総合的に勘案 し、新型インフルエ

ンザ等の病原性・感染力等に関する情報や発生状況の変イしに廠 して、対策の決定、

実施している対策の縮魁ヽ、中止を行う。
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イ 主なまん延防止策
個人における対策については、手洗い 。うがい、マスク者用・咳エチケット・

人混みを避けること等の基本的な感染対策を実践するよう促す。

また、新型インフルエンザ等緊急事態においては、県矢日事が隊要になし、不要

不急の外出自粛要請を行うとされており、市民に対 して迅速に状況の理解と協力

を求めていく。

地1或対策・職場対策については、個人における対策のほダ〕`、職場における感染

対策の徹底等の季節性インフルエンザ対策として実施されている感染対策をよ

り強化して実施する。

また、新型インフルエンザ等緊急事態においては、県矢日事が%要になし、施設
の使用制限の要請等を行うとされており、学校等各施設に支」し迅速に状況の理解

と協力を求めていく。

そのほか、新型インフルエンザ等が海外で発生した際には、発生動向や水際対

策について把握する。感染症には潜伏期間や不顕性感染などがあることから、あ

る程度の割合で感染者は入□し得るため、市内での悪者発生に備えて体制の整備

を超ることが財要である。

(5)医 療

新型インフルエンザ等が発生 した場合、全国的かつ急速にまん延し、かつ市民の生

命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあることから、医療の提供は、健康被害を

最魁ヽ限にとどめるという目的を達成する上で、不可欠な要素である。また、健康被害

を最小限にとどめることは、社会・経済活動への影響を最小限にとどめることにもつ

ながる。

新型インフルエンザ等対策は、国家レベルの危機管理対策であることから、抗イン

フルエンザウイルス薬は、国や県が計画的に備蓄し、健康被害の拡大や社会・経済活

動への影響を最小限にとどめることが重要である。

市は、県が設置する医師会および医療機関の関係者等からなる地域調整会議に参加

し、地域の実状になした医療体制の整備や、帰国者・ 接触者外来を設置する医療機関

や公的機関等リス トの事前作成についての準備状況の情報を得る。

(6)予 防接種

ワクチンの接種により、l固人の発病や重症イとを[方ぐことで、受診患者数を減少させ、

入院患者数や重症者数を抑え、医療体制が対廠可能な範囲内に収めるように努めるこ

とは、新型インフルエンザ等による健康被害や社会・経済活動への影響を最」ヽ限にと

どめることに繋がる。

新型インフルエンザ対策におけるワクチンについては、製造の元となるウイルス株

や製造時期が異なるプレパンデミックワクチンとパンデミックワクチンの2種類が
ある。なお、新感染症については、発生した感染症によってはワクチンをP汗日発するこ

とが困難であることも想定されるため、本項目では新型インフルエンザに限つて言E載

する。
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ア 特定接種
特定接種とは、特措法第28条に基づき、「医療の提供並びに国民生渚及び国
民経済の安定を確保するため」に行うものであり、政府対策本部長がその緊急の

明要があると認めるときに、臨時に行われるラ防接種をいう。

特定接種の対象となり得る者の範囲や総数、接種順位等の基本的な者え方は、

政府行動計画に示されているが、危機管理においては状況に応 した柔軟な対廠が

り要となることア〕`ら、発生した新型インフルエンザ等の病原性などの特性に係る

基本的対処アj針により、接種総枠、対象、接種順位、その他の関連事項を決定す
る。

市は、政府対策本部の決定に従い、新型インフルエンザ等の発生時に、自らの

職員に速やズ〕`に特定接不重を実施する。

新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地アj′△
｀
務員については、原貝」として

集団的接種により接種を実施することから、接種が円滑に行えるよう未発生期か

ら接種体制の構築を躍る。

イ 住民に対するラ[方接種 (住民接種 )
特措法において、新型インフルエンザ等緊急事態措置の一つとして住民に対す

るラ防接種の枠組ができたことから、緊急事態宣言が行われている場合について

は、特措法第46条 に基づき、ラ防接種法第 6条第 1項の規定 (臨時のラ防接種)
によるラ防接種を行うこととなる。

一方、緊急事態宣言が行われていない場合については、ラ[方接種法第 6条第 3
頂の規定 (新臨時接種)に基づく接種を行うこととなる。
住民接種の接種順位等の基本的な者え方は、政府行動計画に示されているが、

緊急事態宣言がなされている事態においては柔軟な対姑が跡要となることから、

発生した新型インフルエンザ等の病原性等の情報を踏まえて、政府対策本部が決

定する。

住民接種については、市民に対し、原貝」として集団的接種により接種を実施す

ることとなるため、地区市医師会等と協力し、未発生期ア〕`ら以下に列挙する事項

に蜜意し、県の協力を得ながら、接種が円滑に行えるよう接種体制の構築を図る。

・医師、看護師、受付担当者等の医療従事者等の確保

・接種場所の確保 (′ム
｀
民館、保健センター、学校等)

。接種に要する器具等の確保

・接種に F栄]する住民への周矢[l方法 (形約方法等)
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<政府行動計画抜粋>

住民接種の接種順位については、以下の4つの群に分類するとともに、状況にな じ
た接種順位とすることを基本とする。事前に下記のような基本的な者え方を整理 して

おくが、緊急事態宣言がなれている事態においては柔軟な対癌が閉要となることから、

発生 した新型インフルエンザ等の病原性等の情報を踏まえ決定する。

ます、特定接種対象者以外の接種対象者については、以下の4群に分類することを
基本とする。

①医学的ハイリスク者

呼吸器疾患、lMl蔵血管系疾患を有する者等、発症することにより重症イヒするリスク

が高いと考えられる者
・基礎疾憲を有する者
・女壬女吊

②小児 (1歳未満の小児の保護者及び身体的な理由によリラ防接種が受けられない旭ヽ
児の保護者を含む。)

③成人・
~右
年者

④高齢者

ウイルスに感染することによって重症化するリスクが高いと考えられる群

(65歳以上の者)

接種順位について ld〔、新型インフルエンザによる重症化、死亡を可能な限り抑える

ことに重点を置いた者えアjが者えられるが、緊急事態宣言がなされた場合、国民生活
及び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮すると、我が国の将来を守ることに重点を

置いた者え方や、これらの者え方を併せた者え方もあることから、基本的な者え方を

踏まえ決定する。

(7)市 民生活 日経済の安定の確保

新型インフルエンザは、多くの市民が罹悪し、各地頼での流行が約 8週間程度続く
と言われている。また、本人の罹患や家族の罹憲等により、市民生活及び市民経済の

大幅な縮小と停滞を招くおそれがある。

このため、新型インフルエンザ等発生時に、市民生活及び市民経済への影響を最小

限とできるよう、県、市、医療機関、事業者は、特措法に基づき事前の準備を行うこ

とが重要である。
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(参考)※ 「福井県新型インフルエンザ等対策行動計画」より卒友粋

特定接種の対象となり得る
ノム
｀
務員

・新型インフルエンザ等の発生により対廠が跡要となる職務

・新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求めら
れる県民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や本県の危機管理に関
する職務

・民 F日]の登録事業者と同様の業務

特定接種の対象となる職務 職種

対策本部の意周決定、総合調整等に関する事務 県および市町の新型インフルエンザ

等対策本部員

対策本部の事務 県および市町の新型インフルエンザ

等対策本部事務局職員

新型インフルエンザウイルス性状況解析、

抗原解析、遺伝子解析、発生流行状況の把握

衛生環境研究センター職員

住民へのラ [方接種、帰国者・接触者外来の運営、

疫学的調査、検体の採取

健康福祉センター職員

市町保健師、市町保健センター職員

新型インフルエンザ等対策に豚要なラ算の

議決、議会への報告

県および市町議会議員

議会の運営 県ゐよび市町議会関係職員
医療施設周辺における警戒活動等 警察職員

特定接種の対象となる職務 職不重

犯罪のラ [ノ葛・ 検挙等の第一線の豊察渚動 警察職員

緊急消火、救助等 消防職員、漕防団員

特定接種の対象となる職務 職種

新型インフルエンザ等医療 県立、市町立の医療施設職員
社会保険、社会福祉、介護事業 県立、市田」立の介護、福祉施設職員

電気業、ガス業、鉄道業、道路旅客運送業
火葬および墓地管理業、産業廃棄物処理業
上水道業、河川管理および用水供給業、
工業用水道業、下水道業

各業に従事する職員
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7 発生段階ごとの対策
(1)【準備段階】未発生期

(具体的対策)

○状態

・新型インフルエンザ等が発生していない状態
・海外において、烏類等の動物のインフルエンザウイルスが人に感染する例が頻発的

に発生しているが、人から人への持続的な感染はみられていない状況。

○目的

・発生に備え、庁内推進体制の整備及び準備を行う
。関係機関と連携し、発生の早期確認に努める

1)実 施体制 F共日係課等

ア 実施体制
・市民福祉部長を責任者とする「市対策連絡会」を設置 し、海外で

の憲者発生と対廠状況を確認するとともに国内での悪者発生や

流行に備えて対策を講じる。

イ 関係機関との連携強イヒ
・ 県主催の「新型インフルエンザ等対策地域調整会議」に参加し、

発生時における地頭医療体制の確保や情報交換、蔓延防止に関す

る協議を行う。

ウ 行動計画の作成等
・特措法の規定に基づき、新型インフルエンザ等の発生に備えた市

行動計画を策定し、町要に廠して随時見直していく。

健康長寿課

総務課

2)情 報収集
ア 情報岸又集
・通常のサーベイランスズ〕`ら得られる情報及び新型インフルエンザ

等に関する国内外の情報収集を行う。

健康長寿課

総務課

3)情報提供・共有
ア 情報提供
・県との連携の下、情報収集に努め、ホームページ・広報等、夕夕様

な媒体を用い、市民に情報の提供を的確に行う。

・ 一般的な誘防策として、帰宅時のうがい、手洗しヽの徹底、咳など

の症状が出た場合のマスクの早期着用、体調不良時の十分な休息

等の周矢日をする。

イ 体制整備等
・ 職員等を対象に研修会等をF汗日催し、情報の共有化を図る。

・ 市民の相談に対なする「相談窓□」の設置準備を行う。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課
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4)ラ 防・まん延防止
ア 感染ラ防対策
・ うがい、手洗い、マスク者用、咳エチケット等の普及、体調不良

時の不用な外出を控える等基本的な感染対策について理解促進

を図る。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

5)医 療
ア 医療体制の把握
・県主催の地頭調整会議に参加し、医療体制の整備や、帰国者・接

触者外来を設置する医療機関や公的機関等リス トの事前作成に

ついての準備状況の情報を得る。

健康長寿課

総務課

6)形 防接種
ア 特定接種
。国の要領に基づき、特定接種の対象となる職員をあらア〕`じめ決定

するとともに、集団接種を原貝」として、速やかに特定接種が実施

できるよう、接種体制を構築する。

イ 住民接種
・国及び県の協力を得ながら、特措法第 46条又はラ[方接種法第 6
条 3項に基づき、市民に対し、速やかに接種するための体制を構
築する。

市民に対し、速やかに接種することができるよう、市医師会、事

業者・学校関係者等と協力し、接種に携わる医療従事者等の体制

や、接種の場所、接種の時期の周知・ 予約等、接種の具体的な実

施方法について検討する。

健康長寿課

総務課

7)生 活・経済の安定の確保
ア 要援護者への対癌
・市内感染期における児童、高齢者障害者等の要援護者への支援 (見

守り、訪間看護、介護、食事提供等、医療機関への搬送)や自宅で

死亡した場合の対応等について検討する。

イ 物資および資材の備蓄等
・新型インフルエンザ等対策の実施に財要な医薬品その他の物費及
び資材を備蓄等により確保する。

ウ 火葬能力等の把握
・火葬場の火葬能力の限界を超える事態が起こった場合に備え、火

葬場の火葬能力および一時的に遺体を安置できる施設等につい

て把握・検討を行い、火葬または埋葬を円滑に行うための体制を

整備する。

健康長寿課

総務課

市民生活課

福祉課

教育総務課

子育て支援課
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(参者)※ 「福井県新型インフルエンザ等対策行動計画」より振粋

【インフルエンザの感染経路と注意事項】

通常のインフルエンザの主な感染経路は、飛沫感染と接触感染である。

・飛沫感染 :感染した人の咳、くしゃみ、つばなどの飛沫とともに放出されたウイル

スを健康な人が吸入することによって感染する。

・接触感染 :感染した人がくしゃみや咳を手で押さえた後や、鼻水を手でぬぐった後

に、机や ドアノブ、スイッチなどに触れると、その触れた場所にウイル

スが付着することがある。その付着したウイルスに健康な人が手で触れ、

その手で目や鼻、□に再び触れることにより、粘膜・結膜などを通じて

ウイルスが体の中に入り感染する。

新型インフルエンザの予防には、通常のインフルエンザに対する下記のような取

組みを習慣づけておくことが重要であり、一人一人がいわゆる「咳エチケット」を

心がけることが求められる。

「咳エチケッ ト」

風邪などで咳やくしゃみが出る時に、他人に感染させないためのエチケッ

トである。感染者がウイルスを含んだ飛沫を発することにより周囲の人に感

染させないように、咳エチケットを徹底することが重要である。

<方法>
咳やくしゃみの際は、ティッシュなどで口と鼻を被い、他の人から顔をそ

むけ、できる限 り1～ 2メ ー トル以上離れる。 ティッシュなどがない場合は、
口を前腕部 (袖口)でおさえて極力、飛沫が拡散 しないようにする。前腕部
で押さえるのは、他の場所に触れることが少ないため、接触感染の機会を低

減することができるからである。

呼吸器系分泌物 (鼻汁 日痰など)を含んだティッシュは、すぐにゴミ箱に
捨てる。

咳やくしゃみをする際に押さえた手や腕は、その後直ちに洗うべきである

が、接触感染の原因にならないよう、手を洗う前に不必要に周囲に触れない

よう注意する。手を洗 う場所がないことに備えて、携行できる速乾性擦式消

毒用アルコール製剤あるいはパック入りのアルコール綿を用意 しておくこと

が推奨される。

咳をしている人にマスクの着用を積極的に促す。マスクを適切に着用する

ことによって、飛沫の拡散を防ぐことができる。
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「咳エチケット」以外にも、次の点について心がけることが求められる。

・帰宅後や不特定多数の者が触るようなものに触れた後の手洗い 。うがいを日常的

に行うこと

・手洗いは、石鹸を用いて最低 15秒以上行うことが望ましく、洗つた後は、清潔
な布やペーパータオル等で水を十分に拭き取ること

・感染者の 2メー トル以内に近づかないようにすること
・流行地への渡航、人込みや繁挙街への不要不忽な外出を控えること

・十分に休養をとり、体力や抵抗力を高め、日頃からバランスよく栄養をとり、規

貝」的な生活をし、感染しにくい状態を保つこと

【個人等での事前の準備のl足進】

・家庭での備蓄

新型インフルエンザ等が海外で大流行した場合には、様ノマな物費の輸入の減少、

停止がラ想され、新型インフルエンザ等が国内で発生した場合には、食料品・生

渚財需品等の流通、物流に影響が出ることも形想される。また、感染を防ぐため

には不要不急の外出をしないことが重要である。

このため、受害時のように最低限 (2週間程度)の食料品・生酒懲需品等を備
畜しておくこと、外出用のマスクを一人当たり25枚程度備蓄 しておくことが推
奨される。

・体調管理およびラ防接種

糖尿病や高血圧症などの慢性疾悪の病状が安定していない場合は、新型インフ

ルエンザ等に感染しやすくなると者えられているので、平常より主治医による治

療を受けておくことが望まれる。

新型インフルエンザ等の発生時に、自分が感染したと誤解して帰□者・接触者

外来を受診することを防ぐため、麻疹 (は しズ〕`)や通常のインフルエンザのよう
な新型インフルエンザと区別がつきにくい発熱性の疾憲については、ラ防接種を

受けておくことが望ましい。また、他の感染症 (結核や面日咳など)にズ〕`かると、
新型インフルエンザ等に感染しやすくなるため、ラ防接種法に定められている定

期の形防接種はきちんと受けておくことが重要である。
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(2)【対応段階】海外発生期

(具体的対策)

○状態

・ 泡外で新型インフルエンザ等が発生した状態

・ 国内では新型インフルエンザ等の悪者は発生していない状態

○目的

・ 発生に備え、体制の整備を行う。

・ 国内侵入の状況等を注視 し、発生の早期確認に努める。

1)実 施体制 関係課等

ア 実施体制
・国 (県)内発生に備え、市対策連絡会会議を開催し、危機管理体
制を確立するとともに、県や関係機関と連携を強化する。

・ 坂井市及び加賀市との情報交換体制を整備する。

健康長寿課

総務課

2)情 報坪又集
ア 情報収集の強化
・新型インフルエンザ等の発生状況、疫学情報などについて、国や

県等、関係機関を通して情報収集の強化に努める。

・市内小中学校、保育所等でのインフルエンザ集団発生状況の把握

を強イヒする。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

3)情 報提供・共有
ア 情報提供
・広報担当チームを設置 し、情報提供の一元イしを図り、海外での発

生状況を市民及び
ノム
｀
其施設・観光施設、事業所、養鶏農家等に対

し、ちらし・ ホームページ・広報等、多様な媒体により迅速ア〕`つ

正確に、情報提供を行うとともに、感染ラ防策、相談体制等につ

いて周矢日する。

イ 情報共有
・市対策連絡会議を通し、最新情報を提供し庁内での共有化を図る。

・医師会及び関係機関と憲者の発生状況や感染ラ防対策等につい

て情報を共有する。

ウ 体制整備
・市民からの一般的な Fロロい合わせや生酒相談等広範な内容について

もに対廟できる「相談窓□」を設置し、国が策定した Q&A等 の
情報をもとに適切な情報を提供する。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

商工観光課

農林水産課
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4)ラ 防 。まん延防止
ア 感染評防対策
・市民、事業所、福祉施設等に手洗い 。うがい、マスク着用・咳工

チケット・人混みを避けること等の基本的な感染対策を実践する

よう促す。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

5)医 療
ア 医療体制
・県と連携を図りながら、医療機関・医師会等に対し、市内発生時

の医療体制についての協力を要請する。

健康長寿課

総務課

6)形 防接種
ア 特定接種
・国の決定に基づき、特定接種対象者に対 して、県と連携して、集

団接種を基本として、本人の同意を得て特定接種を行う。

イ 住民接種
・国及び県と連携 して、 特措法第 46条 に基づく市民に対するラ
防接不重または、ラ防接種法第6条第 3頂に基づく新臨 Bき接種の接
種体制の準備を行う。

国の要請により、速やア〕`に接不重できるよう、集団的な接種を行う

ことを基本として、具体的な接種体制の構築の準備を進める。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

7)生 活・経済の安定の確保
ア 要援護者への対応
・ 逐外での発生状況を要援護者や協力者へ連絡する。

感染期の要援護者への生渚支援、医療機関への搬送、死亡時の対

応等支援に備える。

イ 物資及び資材の備蓄等
・発生時に懲要な医薬品その他の物資及び資材の備蓄に努める。

ウ 遺体の火葬・安置等
・火葬能力を超える場合に備え、一時的に遺体を安置できる施設等
の確保ができるよう準備を行う。

健康長寿課

総務課

市民生活課

福祉課

教育総務課

子育て支援課
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(3)【対応段階】県または市内未発生期

○状態

・国内で新型インフルエンザ等の悪者が発生しているが、県内での発生がない状態

○目的

・国内における発生動向等の情報を収集し、市民等に対 し、適七刀に提供する。

・県・市内発生に備えて体制の整備を行う。

(具体的対策)

1)実施体制 F栄]係課等

ア 実施体制
。国から緊急事態宣言がなされた場合、速やズ〕`に「市対策本部」を

設置し、具体的な対施を実施する。

健康長寿課

総務課

2)情 報収集
ア 情報収集の強化
・県内外の新型インフルエンザ等の発生状況、抗インフルエンザウ

イルス薬の使用状況等について、情報収集を行う。

・ 市内小中学校、保育所等でのインフルエンザ集団発生状況の把握

を強イヒする。

・ 集客施設等に関する情報を収集する。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

観光商工課

3)情 報提供・共有
ア 情報提供
・広報担当より、国内での発生状況を市民及び

ノム
｀
其施設・観光施設、

事業所、養鶏農家等に対 し、ちらし・ ホームページ・ 広報等、多

様な媒体により迅速かつ正確に、情報提供を行うとともに、感染

ラ防策、相談体制等について周矢日する。

イ 情報共有
・市対策連絡会議を通じ、最新情報を提供し庁内での共有イヒを図る。

・医師会及び関係機関と患者の発生状況や感染ラ防対策等につい

て情報を共有する。

ウ 体制整備
・連絡会議の開催や迅速な情報提供ができるように、医師会及び関

係機関と、緊急連絡網の整備を図る。

・「相談窓□」での対慮を継続する。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

商工観光課

農林水産課

4)ラ [方 。まん延防止
ア 感染ラ防対策強化
・県・市内における新型インフルエンザ等悪者の発生に備え、感染

対策の強イヒをl足す。

・ 発生地馘への不要不急の外出の自粛を要請する。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課
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5)医 療
ア 医療体制
・県と連携を図りながら、医療機関・ 医師会等に対し、県・市内発

生時の医療体制についての協力を要請する。

イ 医療物資の把握
・国・県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量、備蓄ブj法、

医療機関等への放出方法等を把握する。

健康長寿課

総務課

6)ラ 防接種
ア 特定接種
・特定接種の実施を進める。

イ 住民接種
・住民接種を供給が可能になり次第、国・ 県と連携して、実施を進

める。

・ワクチン接種を勧奨し、町要な情報を積極的に提供しておき、あ

らア〕`じめラ [方接種後副反応報告書及び報告基準を管内の医療機

関に配布しておく。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

7)生 活・経済の安定の確保
ア 要援護者への対応
・感染期の要援護者への生活支援、医療機関への搬送、死亡時の対

応等支援に備える。

イ 市民への町びかけ
・食料品や生活隊需品を適切に備蓄するようD乎びかける。

ウ 遺体の火葬・ 安置
・火葬能力を超える場合に備え、一日き的に遺体を安置できる施設等

の確保ができるよう準備を行う。

健康長寿課

総務課

市民生活課

福祉課

教育総務課

子育て支援課

観光商工課
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(4)【対応段階】県または市内発生早期

(具体的対策)

○状態

・県または市内で新型インフルエンザ等憲者が発生してしヽるが、全ての悪者の接触歴

を疫学調査で追える状態

○目的

・県・市内における発生動向等の情報を収集し、市民のパニック防止に努めると共に

支援を行う。

・ 市内での感染拡大をできる限り抑える。

1)実 施体制 関係課等

ア 市対策本部の準備及び設置
・緊急事態宣言がなされた場合、速やかに「市対策本部」を設置

し、総合的かつ効果的な対策を強力に推進する。

・ 県内および近隣自治体の発生状況に注意し、市内感染期に向け

た体制準備を進める。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

福祉課

市民生活課

上下水道課

観光商工課

農林水産課

2)情 報収集
ア 情報収集の強化
・国内および県内外・市内での新型インフルエンザ等の発生状況、

抗インフルエンザウイルス薬の使用状況等について、情報岸又集

を行う。

・ 市内小中学校、保育所、福祉施設等での新型インフルエンザ発

生状況の把握を強化する。

健康長寿課

総務課

教育総務課

〒育て支援課

3)情 報提供・共有
ア 情報提供
・ 広報担当を中心に、県内・市内発生状況、感染予防策、相談・

医療体制等について、市民及び公共施設・観光施設、事業所、

養鶏農家等に対し、多様な広報手段を活用して、迅速ズ〕`つ正確

に情報提供を行う。

・事業所、福祉施設等に対 して、感染形防策の徹底を要請すると

共にインフルエンザ様症状の認められた者に対する出勤停止、

早期での医療機 F栄日受診を促すよう要請する。

・医師会及び関係機関に対 し、迅速ズ〕`つ正確に情報提供を行う。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

福祉課

市民生活課

観光商工課

農林水産課
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イ 情報共有
・医師会及び関係機関と悪者の発生状況や感染ラ防対策等につい

て情報を共有する。

・市対策連絡会議を通じ、最新情報を提供 し庁内での異有イヒを図

る

ウ 体制整備
・ 市民ズ〕`らの相談窓□である「相談窓□」を充実・強イヒし、継続

して対慮する。

4)ラ 防・まん延防止
ア 感染形防・まん延防止対策
・新型インフルエンザ等対策ガイ ドラインにおける「まん延防止

に関するガイ ドライン」等に基づき、市内の感染拡大防止に努

める。

・市民、事業所、福祉施設等に対し、マスク着用・咳エチケット・

手洗い 。うがい 。人ごみを避けること等の基本的な感染症対策

等を勧奨する。また、事業所に対し当該感染症の症状が認めら

れた従業員の健康管理・受診の勧奨を要請する。

・ 市民に対し、不要不急の外出を控えるよう呼びかける。
・ 公共交通機関等に対し、利用者へのマスク者用の励行の日乎びか

けなど適切な感染対策を請するよう要請する。

・跡要になして、学校・保育施設等において臨 8き休業 (学級閉鎖・

学年閲鎖・ 休校)を適切に行うよう要請する。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

福祉課

市民生活課

上下水道課

観光商工課

農林水産課

5)医 療
ア 医療体制
・県と連携を超りながら、医療機関・医師会等に対し、医療体制

についての協力を要請する。

イ 医療物資の把握
・国・県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量、備蓄方

法、医療機関等への放出状況等およびラ防投与状況を把握する。

健康長寿課

総務課

6)影 防接種
ア 特例接種
・特例接種の実施を進める。

イ 住民接種
・住民接種の実施を進める
。具体的な接種方法、実施場所、相談窓□、ワクチン接不重の目的

や有効性・安全性、副反ななどの、住民接種に関する情報を出

来る限リノム`P汗目するとともに分かりやすく伝える。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

24



7)生 活・経済の安定の確保
ア 市民及び関係機 F美]への対廠
・◆後の感染拡大を想定 し、個人や事業者に対し感染防止策につ

いて広報し、周矢□・徹底を図る。

・集会等の各種行事の自粛について協力要請する準備を行う。

また、市主催の各種行事の自粛についても検討する。

・市民に対し、食料品・生活%需品等の購入にあたっての消費者
としての適切な行勃をB¥びかける。

・県の要請に魅し、事業者に対して食料品、生酒関連物資等の価

格高騰や買占め及び売り惜しみが生じないよう、関係団体等ヘ

の周知等に適宜協力する。

イ 要援護者への対癌
・感染期の要援護者への生沼支援、医療機関への搬送、死亡時の

対応等支援に備える。

ウ ライフラインの確保
・電気・ガス・水道の安定供給とごみ処理機能の維持を図る。

工 遺体の火葬・安置
・ 火葬場の処理能力についての把握・検討を行い、市内感染期で

死亡者が増加した場合を想定し、一時遺体安置所を検討する。

健康長寿課

総務課

市民生活課

教育総務課

子育て支援課

福祉課

上下水道課

観光商工課

農本本水産課
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(5)【対応段階】県または市内感染期

(具体的対策)

○状態

・県内で新型インフルエンザ等の憲者の接種歴が疫学調査で追えなくなつた状態
・感染拡大からまん延、悪者の減少に至る時期を含む

○目的

・健康被害を最小限に抑える。

・市民生活及び市民経済への影響を最小限に抑える。

・医療体制を維持する。

1)実 施体制 関係課等

ア 体制]強化
・「市対策本部」において、総合的かつ効果的な対策を強力に推進

する。

※国の緊急事態宣言が発令された場合に「あわら市新型インフル
エンザ対策本部」を設置する。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

福祉課

市民生活課

上下水道課

観光商工課

農林水産課

2)情 報収集
ア 情報収集
・引き続き、新型インフルエンザ等に関する情報を収集する。

健康長寿課

総務課

3)情 報提供・ 共有
ア 情報提供
・引き続き、利用可能なあらゆる媒体・機関を利用し、市内・県

内の発生状況、対廟状況について、市民及び公共施設・観光施

設、事業所、養鶏農家等に対し、わかりやすく、出来る限り早

く情報提供 し、注意喚起を行う。

イ 情報共有
・医師会及び関係機関と悪者の発生状況や感染ラ防対策等につい

て情報を共有する。

・市対策連絡会議を通じ、最新情報を提供 し庁内での共有イヒを図

る

ウ 体制整備
・「相談窓□」を継続し、状況の変化に廠 じた国の Q&Aの 改定等
を踏まえながら、適切な情報提供を行う。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

福祉課

市民生活課

観光商工課

農林水産課
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4)形 防 。まん延防止
ア 市内での感染拡大防止策
・新型インフルエンザ等対策ガイ ドラインにおける「まん延防止

に関するガイ ドライン」等に基づき、市内の感染拡大防止に努

める。

・市民、事業所、福祉施設等に対し、マスク香用・咳エチケット・

手洗い 。うがい 。人ごみを避けること等の基本的な感染症対策

等を勧奨する。

また、事業所に対 し当該感染症の症状が認められた従業員の健

康管理・受診の勧奨を要請する。

・公共交通機 F美]等に対 し、利用者へのマスク香用の励行のB乎びダ〕`

けなど適七刀な感染対策を講するよう要請する。

・財要に応 して、学校・ 保育施設等において臨時休業 (学級Fォ]鎖・

学年閉鎖・ 休校)を適切に行うよう要請する。

健康長寿課

総務課

政策課

教育総務課

子育て支援課

福祉課

市民生活課

上下水道課

観光商工課

農林水産課

5)医 療
ア 医療体制
・ 県が行う悪者等への対なに協力すると共に、市民に対し、受診

の際に事前に医療機関に電話等で連絡したうえで受診するよう

に周矢日する。

イ 医療物賢の把握
・国・県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量、備蓄方

法、医療機関等への放出状況等およびラ防投与状況を把握する。

ウ 在宅で療養する憲者への支援
・ 国及び県と連携 して、関係団体の協力を得ながら、在宅で療養

する患者への支援 (見回り、訪間看護、訪間介護、食事の提供、

医療機関への移送など)や自宅で死亡した恙者への対施を行う。

健康長寿課

総務課

6)ラ 防接種
ア 特定接種
・引き続き対策を継続する。

イ 住民接種
・住民接種を進める。
・国が実施するワクチン有効性の評価、副反な情報の収集・分析
に関する情報を把握する。

健康長寿課

総務課

教育総務課

子育て支援課

7)生 活・経済の安定の確保
ア 市民及び F栄日係機関への対廠
・感染拡大を踏まえ、市内の事業者に対し、発生情報等に関する

情報収集に努め、不要不急の業務の縮小、職場での感染形 [方策

を一層強化し徹底するよう要請する。

健康長寿課

総務課

市民生活課

教育総務課

子育て支援課
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・市民に対し、食料品・生渚%需品等の購入にあたっての消費者
としての適七刀な行動を町びかけるとともに、事業者に対しても、

食料品、生渚関連物費等の価格が高騰 しないよう、また要占め

および売り惜しみが生しないよう要請する。

イ 要援護者への対廠
・関係団体の協力を得ながら、要援護者への生活支援、医療機関
への搬送、死亡時の対廠等などの支援に備える。また、介助者

がいない児童・高齢者・障害者等を早急に把握し、町要になじ

て可能な支援に努める。

ウ ライフラインの確保
・電気・ガス・水道の安定供給とごみ処理機能の維持を図る。

工 遺体の火葬・安置
・死亡者が増加 した場合の一時遺体安置所を確保する。また、市

内火葬場において緊急時の増枠体制にて対なできるよう調整す

る。

福祉課

上下水道課

観光商工課
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(6)【対応段階】Jヽ康期

○状態

・新型インフルエンザ等の悪者の発生が減少し、 l氏い水準でとどまっている状態

・大流行はいつたん終息 している状況

○目的

・市民生渚及び市民経済の回復を図り、流行の第二波に備える

(具体的対策)

1)実 施体制 関係課等

ア 市対策本部の廃止
・緊急事態宣言が解除された時には、速やかに市対策本部を廃止

する。
・県主催の「新型インフルエンザ等対策地頭調整会議」に参加し、

第二波の流行に備え、連携を強化する対廟について情報交換等

を行う。

健康長寿課

総務課

2)情 報収集
ア I情報収集

・引き続き、新型インフルエンザ等に関する情報を収集する。

健康長寿課

総務課

3)情 報提供・共有
ア 情報提供
・ 引き続き、市民に対 し感染症影防対策等について情報提供する
。各媒体・機関を活用 し第一波の終息と、第二波発生に備える町

要性を情報提供する。

イ 情報共有
・医師会及び関係機関、庁内連絡会などの情報共有体制を維持す

る。

ウ 体制整備
・状況を見ながら、「本国談窓□」を縮小・終了する。
・市民、関係機関等から春せられた問い合わせ、情報を取りまと

め、体制を評価し、見直しを行う。

健康長寿課

総務課

4)ラ [方・ まん延防止
ア 感染ラ[方対策
・市内の感染動向を踏まえつつ、外出などの自粛の解除や、まん

延防止対策を順次縮小する。
・第二波の流行に備えて、基本的感染対策を継続する。

健康長寿課

総務課
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5)医 療
ア 医療体制
・新型インフルエンザ等発生前の通常の医療体制に戻つた時点で、

市民及び関係機関に周矢日する。

健康長寿課

総務課

6)影 防接種
ア 住民接種
・流行の第二波に備え、住民接種を進める。

健康長寿課

総務課

7)生 活・経済の安定の確保
ア 市民への対廠
・財要になし、引き続き市民に対し、食料品・生洒%需品等の購
入にあたっての消費者としての適切な行動を匹びかける。

イ 要援護者への対応
・本市及び各関係団体は、要援護者への支援を順次縮小し、対応

の見直しを図る。

ウ 遺体の火葬・ 安置
・遺体の火葬・ 安置については、平常時の体制に戻すと共に体制

の見直しを図る。

健康長寿課

総務課

市民生活課

教育総務課

子育て支援課

福祉課
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8 発生段階における主要7項目の主な対策について

※国の緊急事態宣言が発令された場合に「あわら市新型インフルエンザ対策本部」を設置す

る。

末発生期 海外発生期

県内未発生期

県または

市内発生早期

県また lよ

市内感染期

小康期

実施体制 ・市対策連絡会議

・県新型インフル

エンザ等対策地

頭調整会議参加

・行動計画の作成

及び見直((P15

・市対策連絡

π輛 我

。近隣市との

情報交換

体制 ((P19)

。市対策本部の

準備及び設置

(P23)

。市対策本部設

置、体制強イ七

(P,26)

・市対策本部

廃止
。第二波の流

行 に備 え

連携強化

(P.29)

情報収集 ・感染症等に関す

る情報収集

(P15)

・情報Ⅲ又集強化

(P.19、 21)

・情報収集強化

(P,23)

。SIき続き

情報中又集

(P26)

・ 31き続き

情報収集

(P.29)

情報提供

・共有

・感染対策等の

周矢B

・庁内での情報

共有
イ相談窓□」の設

置準備

(P,15)

・広報担当チー

ムの設置
。庁内、医師会

関 係 機 関 と

の情報共有
。「相談窓□」

の設置

(P。司9)
。医師会、関係

機関と緊急連

絡網整 ((P21

。多様な媒体に

よる情報提供

・庁内、医師会、

関係機関との

情報共有
。「相談窓□」で

の対応]強化

(P24)

・ ヨ|き続き同様

の対策を実施

(P26)

・感染症ラ防

対 策 等 の

情報提供
。情報共有体

制の維持
。「相談窓□」

の 規 模 縮

'」

ヽ

・情報提供体

市」の言平十111

(P.29)

予 [方 。ま

ん延 [方止

・感染予 [方対策の

周矢B

(P16)

・感染予[方対策

の周知 ((P20
。感染予防対策

]a化 (P22)

・感染予 [方 。ま

ん延 [方止対策

(P24)

・感染拡大防

止対策の強化

(P27)

・感染ラ防文ご

策の周知
。まん延防止

策の縮小と

見直(P30)
医療 ・ 県での医療体制

整備状況の把握

(P16)

。県と連携を図

り医療体制協

力要請

(P,20,22)
。県の医療物資

の把握 (P,22

。県と連携を図

り医療体制協

力要請

・県の医療物資

の把握

(P,24)

。医療体制の周

矢]

・ 県の医療物資

の把握
。在宅療養患者
への支援(P.27)

・医療体制の

周矢B

(P,30)

ラロ方接種 。ラ防接種 (特定接

種、住民接種 )

体制の構築

(P16)

・ラS,j接種 (特

定接種、住民

接種)準備・

開女台(P20)

・予[方接種 (特定

接種、住民接

種 )実 施
(P,25)

・ラロ方接種実施

(P27)

。住民接種の

継続

(P,30)

生活・ 経

済の安定

の確保

。要援護者への対

廠
。物資および資材

の備蓄

・ 火葬能力等の把

握・検討

(P.16)

・要援護者への

対応
。物養および資

材の備蓄

・火葬能力等の

確保

(P.2022)

。市民及び関係

機関への対応

・要援護者への

対応

・ ライフライン

の確保
。一時遺体安置

所の検討

(P25)

・市民及び関係

機関への対慮

・要援護者への

対廠

・ライフライン

の確保

・一時遺体安置

所の確保

(P,28)

・適切な消費

行 動 の By

びかけ
。講じた対策

の縮小と見

直し

(P.30)
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